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空飛ぶクルマの活用イメージ

年代
（現時点の想定） 目指す姿

2023年頃 空飛ぶクルマのパイロットサービス開始
• 都市部周辺（湾岸部、運河・河川上空等）の一部特定エリアにおける2地点間旅客輸送サービス、遊
覧飛行サービスを開始。2人乗り程度のeVTOL（Multirotor型）の利用。

• 離島地域において荷物輸送サービスを開始。Multirotor型eVTOLを遠隔操縦で運用。

2025年頃 空飛ぶクルマを活用した輸送サービスが本格的に開始
• 空港～都市（主要都市／地方部を含む）、観光地～都市など、数km～50km程度内の比較的近
距離における定路線、定期運航サービスを複数個所で開始。

• 乗員数は2～5人乗り程度、機体方式はMultirotor型に加え、Vectored Thrust型、Lift&Cruise型
の利用。

• 都市部における荷物配送サービスを開始。

2020年代後半
頃

空飛ぶクルマを活用した輸送サービスが拡大、救急輸送サービスの開始
• 空港～都市、観光地～都市に加え、主要都市圏や地方部の都市間・拠点間の定路線・定期運航サー
ビスの増加、飛行距離は50～300km程度の中長距離の路線に拡張。

• eVTOLの救急輸送（医師派遣）への活用、オンデマンド運航の実現。

2030年代頃 空飛ぶクルマの飛行エリアの更なる拡大、オンデマンド運航等の拡大
• eVTOLによる旅客輸送の路線数の増加、ユーザの要望に応じたオンデマンドな旅客輸送サービスを拡大。
• 主要都市部上空を飛行する高頻度輸送サービス、寒冷地における輸送サービスの開始。
• 個人用途の自家用eVTOLの飛行。

※事業者が目指す現時点の活用イメージ案であり、今後の機体開発の状況等により変わり得る。



限定エリア内の拠点間旅客輸送 観光遊覧飛行 地方部・離島の2地点間旅客輸送
地域 • 大阪港湾エリア • 瀬戸内エリア 等 • 瀬戸内エリア 等
提供サービス • 一般向け

• 観光拠点・交通拠点間の輸送
• 一般観光客向け
• 海上遊覧飛行

• 一般観光客・居住者向け
• 本州・離島間、離島間の輸送

使用機体 • Multirotor、2名乗り、国内製
• フル電動
• MTOW：500-600kg
• 飛行速度：100km/h

• 1-3名乗り
• フル電動
• 積載重量：100-300kg
• 巡航速度：80km/h以上

• 1-3名乗り
• フル電動
• 積載重量：100-300kg
• 巡航速度：80km/h以上

操縦方法 • パイロット搭乗
• 自動操縦、緊急時は手動対応

• パイロット搭乗 • パイロット搭乗

離着陸 • 垂直離着陸（自動）
• 大阪港湾部／河川沿いに離着陸
場を新設

• 垂直離着陸
• 港湾部に離着陸場を新設

• 垂直離着陸
• 既存ヘリポートの活用
• 離着陸場の新設
• 港湾（本州・島嶼）、リゾート施
設

運航方法 • VFR方式
• 3拠点間の定期周回運航（拠点
間距離：5km程度）、6便/h

• 複数機を同時に運航
• 飛行高度：50～150m

• VFR方式
• 定路線の定期周回運航（30-

40km）、1便/h、運航率93%
程度

• 飛行高度：500-600m

• VFR方式
• 2地点間オンデマンド運航（当初
は1時間毎の運航）（4-
30km）、運航率93%程度

• 複数拠点間で路線網を開設
• 飛行高度：150-300m

電波利用 • 電波高度計
• 機体間通信（衝突防止等）
• 5G（通信、運航監視）

• 従来の航空用VHF、ADS-B
• 5G、ローカル5G（機体間、拠点
間、地上-機体間等の通信）

• 従来の航空用VHF、ADS-B
• 5G、ローカル5G（機体間、拠点
間、地上-機体間等の通信）

※事業者が目指す空飛ぶクルマを活用したユースケースの例

旅客輸送ユースケースの例（2023年頃）



空港〜沿岸部の２地点間海上旅客輸送 都市エリアの2地点間旅客輸送
地域 • 伊勢湾エリア • 大阪湾エリア • 大阪都市エリア
提供サービス • 観光客・ビジネスパーソン向け

• 空港～都市・環境地への輸送
• 富裕層・エグゼクティブ層向け
• 空港～万博会場等への輸送

• 富裕層・エグゼクティブ層向け
• 空港～万博会場等への輸送

使用機体 • Multirotor、2名乗り、海外製
• フル電動
• MTOW：900kg
• 巡航速度：110km/h
• 上記の他、5名乗り程度の海外製

Vectored Thrust等も想定

• Multirotor/Vectored Thrust
等、2-5名乗り、海外製

• フル電動
• 全備重量：1t程度

• Multirotor/Vectored Thrust
等、2-5名乗り、海外製

• フル電動
• 全備重量：1t程度

操縦方法 • パイロット搭乗
• 自動操縦＋手動操縦

• パイロット搭乗
• 自動操縦＋手動操縦

• パイロット搭乗
• 自動操縦＋手動操縦

離着陸 • 垂直離着陸
• 空港内、三重県内の都市沿岸部
の既存ヘリポートを活用

• 垂直離着陸
• 既存ヘリポートの活用（空港内）
• 離着陸場の新設（大阪港湾部、
空港周辺）

• 垂直離着陸
• 離着陸場の新設（港湾部、大阪
市内）

• ビル屋上の活用（大阪市内）
運航方法 • VFR方式

• 空港・沿岸部の定期運航（20-
35km）、4便/日、伊勢湾上空

• 飛行高度：300m

• VFR方式
• 空港（関空/神戸）・大阪港湾
部の定期運航（約30km）、4
便/h、大阪湾上空

• 飛行高度：150m未満/150m
以上（特別管制区の飛行有無に
依る）

• VFR方式
• 空港・大阪市内の定期運航（約

10km）、4便/h、大阪市街上空
• 飛行高度：150m以上

電波利用 • 地上-機体間通信 • 地上-機体間、管制-機体間通信 • 地上-機体、管制-機体間通信
※事業者が目指す空飛ぶクルマを活用したユースケースの例

旅客輸送ユースケースの例（2025年頃）



離島の2地点間荷物輸送
（2023）

山岳の2地点間荷物輸送
（2025）

都市部の多地点間荷物輸送
（2025）

地域 • 九州エリア • 北アルプスエリア 等 • 東京都心エリア 等
提供サービス • 漁業事業者・物流事業者向け

• 離島住民の生活物資等の輸送
• 山小屋への運営物資等の輸送
• 鉄塔工事現場への物資輸送

• 企業向け荷物輸送
• 高速達性、高価格サービス

使用機体 • Multirotor、海外製
• フル電動
• MTOW：800kg
• 最大積載量：200kg
• 巡航速度：80km/h

• Multirotor、国内製、レシプロエン
ジン、積載量100kg以上

• ヘリ派生型Lift&Cruise、国内製、
ハイブリッド、積載量100kg以上

• 巡航速度：100km/h以上

• 外装・着脱式荷物ポッド（乾燥重
量30kg、最大積載重量30kg）
を積載

• 巡航速度：100km/h以上

操縦方法 • 遠隔操縦
• 事前設定経路を自動操縦

• 遠隔操縦 • 自動操縦
• 運航要員が管制官と音声通話

離着陸 • 垂直離着陸
• 港湾、廃校グラウンド等

• 既存ヘリポート
• 離着陸場の新設（山小屋、工事
現場）

• 垂直離着陸
• 物流拠点：専用離着陸場
• 集配先：オフィスビル屋上を活用
• 空港内の離着陸も想定

運航方法 • 離島山間部・離島間海上を飛行
（5-20km）

• 8便/h運航のフェリーを補間
• 飛行高度：海抜300m（障害物
から150m以上の離隔確保）

• 山小屋：飛行距離10km以内、
標高3000m以下の山間部

• 鉄塔工事：飛行距離2-3km、
標高1500m以下の山間部

• 飛行高度：対地150m未満

• 空港～都心高層ビル（集配地）
• 複数の集配地間をオンデマンド運
航

• 飛行高度：対地150m以上（高
層ビル屋上に着陸）

• 頻度：数十～百数十回/日
電波利用 • 地上-機体間C2リンク • 携帯電話、衛星通信（C2リン

ク）
• 携帯電話網（C2リンク）

※事業者が目指す空飛ぶクルマを活用したユースケースの例

荷物輸送ユースケースの例（2023～2025年頃）



2023年頃 2025年頃
地域 • 限定エリア（港湾部等）、島嶼部 • 湾岸エリア（湾横断）、山間部、限定エリア（都市

部）
提供サービス • 離島部の荷物輸送。

• 遊覧飛行、交通・観光拠点間や離島の旅客輸送。
• 山間部・都市部の荷物輸送。
• 空港への旅客輸送、交通・観光拠点間旅客輸送。
• オンデマンドな輸送サービスの提供。

使用機体 • 旅客輸送：Multirotor、2名乗り程度、国内/海外製
• 荷物輸送：Multirotor、積載200kg、海外製

• 旅客輸送：各種方式、2-5名乗り程度、海外製
• 荷物輸送：各種方式、積載100kg以上、国内/海外
製

操縦方法 • 旅客輸送：パイロットが搭乗し、自動操縦を中心に一部手動操作を実施。自動化レベルが向上。
• 荷物輸送：自動操縦を中心に遠隔操縦を実施。

離着陸 • 既存ヘリポート以外に離着陸場を新規設置。
• 垂直離着陸や機外騒音等、eVTOLの性能を踏まえ、
柔軟に離着陸場所を選定。

• 空港内における離着陸。
• ビル屋上における離着陸。

運航方法 • VFR方式で定路線・定期運航を実施。
• 数km区間の運航の場合150m未満の高度を飛行。
• 島嶼部では、最大40km程度、海上を飛行。

• 空港内、特に混雑空港への定期運航を実施。
• 運航率向上の観点から、悪天候時の運航も必要。
• 市街地上空を飛行。
• 荷物輸送において、150m未満の高度を飛行。無人航
空機の飛行エリアでの運航。

電波利用 • パイロットや運航拠点、管制との通信が必要。従来の航空用VHF、5G等のセルラー網の使用。
• 荷物輸送用eVTOLのC2リンクが必要。
• 海上や山間部、対地150m以上の高度を含めたカバレッジが必要。

試験飛行等 • 2022年から試験飛行を実施。 • 2024年から試験飛行を実施。

2023～2025年頃のユースケースのポイント



• ユースケース検討会で示された、事業者が目指す空飛ぶクルマの活用が進む場合に検討が必要となる課題を示す。

～2023年頃 ～2025年頃

航
空
法
関
連
課
題

機体の安全性の基
準整備

• eVTOL（Multirotor方式、旅客輸送（2人乗り程度）、
荷物輸送等）の認証のための安全基準やプロセスの整理。

• 遠隔操縦に対応した安全基準の整理。
• 海外製eVTOLを国内で運用するための基準やプロセスの整
理。

• eVTOLの仕様を踏まえた事業場認定の要件の整理。

• eVTOL（Multirotor／Lift&Cruise／Vectored
Thrust方式、旅客輸送（2～5人乗り程度）、荷物
輸送等）の認証のための安全基準やプロセスの整理。

技能証明の基準整
備

• eVTOLの仕様や操縦方法等を勘案した操縦者の技能証明
の要件の整理・合理化。

• eVTOLの仕様を勘案した整備者の技能証明の要件・訓練
方法の整理・合理化。

• 遠隔操縦の場合に操縦士に求められる要件整理。

• 自動化の進展等に伴い、必要な技量が変化することを
踏まえた操縦者・整備者の技能証明の要件合理化。

空域・運航
（飛行エリアや飛
行方式、衝突回避
等）

＜飛行エリア＞
• 最低安全高度（150m）未満の飛行への対応。飛行距離
が短いため離着陸の範囲を含めた整理が必要。

• 限定された飛行経路設定の要件・プロセスの整理。
＜運航・衝突防止＞
• 限定された飛行エリア内を運航する際の調整・連絡の方法や
プロセスの整理（既存VFR機との輻輳、航空管制）。

• 実運用飛行の前の試験飛行に向けた運用手法の調整・整
理。

• 航行の安全を確保するための装置、運航の状況を記録する
ための装置、水上を飛行する場合における緊急着陸用の救
急用具に係る装備要件についての整理。

＜搭載燃料＞
• バッテリーに対応した必要搭載燃料の基準検討。

＜空域＞
• 航空交通管制圏、特別管制区を飛行する場合の要
件。

• 混雑空港における空飛ぶクルマの離着陸方法やあり方
（航空交通管理）。

• 運航管理システム（UAM Traffic Management）
の導入が必要になるフェーズの検討。

• UAMコリドー（eVTOLやヘリコプターが飛行する専用の
飛行経路）の必要性に関する検討。

• 都市エリアを飛行する際の飛行経路設定の要件。

＜運航・衝突防止＞
• 悪天候時の飛行継続（運航率向上）に関する検討
（IMCでの飛行）。

短期的な課題整理（1/2）



～2023年頃 ～2025年頃
航
空
法
関
連
課
題

離着陸場の整備 • 空飛ぶクルマの特徴・性能を踏まえた離着陸場（既存
の空港等、空港等以外の場所）の要件の整理。

• 空飛ぶクルマ専用の離着陸場の検討。

運送・使用事業の
制度整備

• 既存の航空運送事業・航空機使用事業の許可取得の
検討。

• 無操縦者航空機を使用する場合の要件の整理。

• オンデマンド運航への対応。

そ
の
他
の
課
題

電波利用の環境
整備

• 飛行高度やエリアに応じて、安定して利用可能な通信
用電波の整理。具体課題としては以下の通り。
 携帯電話網の高度150m以上のエリアでの利用。
 5Gの上空利用。

• （空飛ぶクルマで使用する無線機器の技術基準について、
機体・装備品の開発が進む欧米とのハーモナイズ。）

その他制度課題・
事業課題

• 空飛ぶクルマの運航地域における無人航空機の運航者
との運航調整。

• 離着陸場における騒音基準の定量化の検討。

• 空飛ぶクルマの特徴・性能や騒音等を踏まえた離着陸場設
置時の環境アセスメント等のプロセス検討。

• ビル屋上等の緊急離着陸場の活用。
• 空港内の利便性の高い場所への離着陸場の設置方法。
• 飛行需要を考慮した離着陸場のキャパシティ検討（万博会
場等）。

• 都市部における不時着の方法や必要な最低安全高度の検
討。

技術課題

• 海上飛行を想定したメンテナンス要件や搭載可能な緊
急用フロートの開発。

• 簡易型飛行記録装置の搭載についての検討。
• 各種機体の要求仕様に対応した充電設備の検討（標
準化等）。

• 空飛ぶクルマで想定される航法（GPSによる運航）や運航
管理について、現行制度（セパレーション基準等）との関係、
適合性の整理。

• 他の航空機、無人航空機との衝突回避の方法。飛行計画
やリアルタイム位置情報の共有が可能なプラットフォーム開発
やUTM活用に関する技術開発。

• 離着陸場の高頻度運航時の発着間隔や離着陸場間の離
隔、運航管理支援設備等の検討。

短期的な課題整理（2/2）







Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

各ＷＧでの整理状況

２０２１年５月２１日

※ 各WGのまとめ資料から内容を一部抜粋・修正








































